
第２１号議案 

 

 

 

平成３１年度 

 

大村市工業用水道事業会計予算 

 





平成３１年度大村市工業用水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 平成３１年度大村市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水事業所数 ３事業所 

（２）年間総給水量 ３，０３７，８００㎥ 

（３）一日平均給水量 ８，３００㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 工業用水道事業収益 ２２５，６４８千円 

第１項 営業収益 １４７，６３７千円 

第２項 営業外収益 ７８，００８千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第 1款 工業用水道事業費用 ２６９，５３５千円 

第１項 営業費用 ２４９，６２０千円 

第２項 営業外費用 １８，９１２千円 

第３項 特別損失 ３千円 

第４項 予備費 １，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額２２，１８５千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整

額２２，１８５千円で補塡するものとする。）。 

 

               収 入 

第１款 資本的収入  ４１６，６５８千円 

第１項 企業債                ３３７，０００千円 

第２項 補助金 ７９，６５６千円 

第３項 工事負担金                    １千円 

第４項 固定資産売却代金                 １千円 
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支 出 

第１款 資本的支出 ４３８，８４３千円 

第１項 建設改良費 ３４５，７４３千円 

第２項 企業債償還金 ９１，１００千円 

第３項 予備費 ２，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事  項 期  間 限 度 額 

大村市水道施設等運転管理業務委託（その２） 
平成３２年度から 

平成３３年度まで 
６５７千円 

大多武溜池流量調査業務委託 平成３２年度 １０，５００千円 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

工 業 用 水 道 

整 備 事 業 費 

千円 

 

 

 

 

３３７，０００ 証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金につい

ては貸付先と協議して定

める。 

ただし、企業財政その

他の都合により、据置期

間及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えするこ

とができる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
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第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 １５，９１４千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 工業用水道事業における企業債元利償還等に要する経費の一部に充てるた

め、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９１，９５４千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。 

 

 

平成３１年２月２７日提出 

大村市長  園 田  裕 史
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予定額
（千円）

備 考

1 工業用水道 225,648

事 業 収 益 1 営 業 収 益 147,637

1 給 水 収 益 147,636

2 工 事 負 担 金 1

2 営 業 外 収 益 78,008

1 受取利息及び配当金 60

2 他 会 計 補 助 金 14,256 工業用水道建設事業に伴う
企業債利子償還補助金ほか

3 県 補 助 金 27 工業用水道建設事業に伴う
企業債利子償還補助金

4 長 期 前 受 金 戻 入 40,635

5 雑 収 益 30

6 消費税及び地方消費税
還付金

23,000 消費税及び地方消費税還付分

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過 年 度 損 益 修 正 益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備 考

1 工業用水道 269,535

事 業 費 用 1 営 業 費 用 249,620

1 取 水 及 び 送 水 費 148,089

2 業 務 及 び 総 係 費 9,282

3 減 価 償 却 費 92,247

4 資 産 減 耗 費 2 固定資産の除却又は廃棄に要
する経費

2 営 業 外 費 用 18,912

1 支払利息及び企業債取
扱諸費

18,911 企業債等の支払利息

2 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 3

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過 年 度 損 益 修 正 損 1

3 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

支　  出

款 項 目

平成３１年度大村市工業用水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　  入

款 項 目
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予定額
（千円）

備 考

1 資本的収入 416,658

1 企　　 業　　 債 337,000

1 企 　　業　 　債 337,000 水源開発事業ほか

2 補 助 金 79,656

1 他 会 計 補 助 金 77,698 工業用水道建設事業に伴う
企業債元金償還補助金

2 県 補 助 金 1,958 工業用水道建設事業に伴う
企業債元金償還補助金

3 工 事 負 担 金 1

1 工 事 負 担 金 1

4 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

予定額
（千円）

備 考

1 資本的支出 438,843

1 建 設 改 良 費 345,743

1 建 設 改 良 費 337,527 配水管敷設工事ほか

2 固 定 資 産 購 入 費 8,216

2 企 業 債 償 還 金 91,100

1 企 業 債 償 還 金 91,100 企業債の元金償還

3 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

款 項 目

資本的収入及び支出

収 入

款 項 目

支 出
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1

2,198

2,198

2,663

2,663

△ 465

△ 465

期末勤勉

手　当

（千円）

2,960

2,751

209

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

住 居

手　当

（千円）

648

648

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比較

扶　養

手　当

（千円）

2,343 15,914

資本勘定支弁職員

一般職 報　酬 給　料 手　当区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　　計
特別職

給 与 費 明 細 書

総　　括

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 6,974 4,399 13,571

退職給付費
（千円）

計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

2 6,974 4,399 13,571 2,343 15,914

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 6,812 4,040 13,515 2,390

13,515 2,390

合　　　　　　計

資本勘定支弁職員

15,905

資本勘定支弁職員

162 359 56 △ 47

15,905

比
　
較

損益勘定支弁職員 162 359

合　　　　　　計 2 6,812 4,040

56 △ 47 9

昇給に伴う増加分 144  定昇率2.11％

その他の増減分 5  異動等による

給　料 162

給与改定に伴う増加分 14

 給料及び手当の状況

企 業 職

区　分 企業職（円）

その他の増減分 328  異動等による
手　当 359

制度改正に伴う増加分 31

一般会計の制度

行政職（円）

区　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 276,300

平 均 給 与 月 額 303,706

平 均 年 齢 37.5

平成３０年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 283,800

平 均 給 与 月 額 317,129

平 均 年 齢 38.0

本
年
度

高校卒 148,600 148,600

大学卒 180,700 180,700

9

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　明 備　考

合　　　　　　計

平成２９年
１２月１日現在

通　勤

手　当

（千円）

48

48

時間外

勤務手当

（千円）

743

593

150
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(3) 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

支 給 率 等

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

支給率計

（月分）
備　考

職 制 上 の 段 階 、
職務の級等による
加 算 措 置

有

有

有

4.45

4.40

4.45

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の
備　考

50.0

50.0

平成２９年
１２月１日現在

50.0

100.0

1

1

2

６級

２級

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

1

1

2

50.0

区　　　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　分 企　業　職

職員数（Ａ）（人）

の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等
区　分

20 年 勤 続 25 年 勤 続

の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 )

一般会計の制度 2.2252.225

前年度

本年度 2.225

2.275

2.225

2.125

6月(月分) 12月(月分)

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0%

区　分
支給期別支給率

号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人） 2

６号給 （人）

2

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 2

５級 　課長補佐の職務 １級 　主事又は技師の職務

４級
　１　係長の職務
　２　主任の職務

３級 ３級

企　　　業　　　職

７級 　部長の職務 ３級 　主査の職務

６級 　課長の職務 ２級
　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う
　主事又は技師の職務

職員数(人) 構成比(％)

平成３０年
１２月１日現在

７級 ７級

６級

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％) 区　分 職員の級

４級 ４級

計 計100.0

１級 １級

５級 ５級

２級
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債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 自己資金

千円 千円 千円 千円

大村市水道施設等運転管
理業務委託

88,625
平成29年度から
平成30年度まで

34,847
平成31年度から
平成33年度まで

53,778 53,778

大村市水道施設等運転管
理業務委託（その２）

657 － －
平成32年度から
平成33年度まで

657 657

大多武溜池流量調査業務
委託

10,500 － － 平成32年度 10,500 10,500

当該年度以降の支払義務発生
予定額事　　項 限度額

前年度末までの支払義務発生
（見込）額
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益(△は損失） △ 66,112
減価償却費 92,247
固定資産除却費 2
退職給付引当金の増減額（△は減少） 813
賞与引当金の増減額（△は減少） 61
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 6
長期前受金戻入額 △ 40,635
受取利息及び配当金 △ 60
支払利息 18,911
有形固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） △ 23,661
未払金の増減額（△は減少） 4,442
たな卸資産の増減額（△は増加） 1
前払金の増減額（△は増加） 0
預り金の増減額（△は減少） 0
小計 △ 13,985
利息及び配当金の受取額 60
利息の支払額 △ 18,911
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 32,836

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 319,453
有形固定資産の売却による収入 1
無形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の売却による収入 0
県補助金による収入 1,858
一般会計からの繰入金による収入 72,353
負担金による収入 1
寄附金による収入 0
その他投資による支出 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 245,240

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 337,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 91,100
その他の企業債による収入 0
その他の企業債の償還による支出 0
財務活動によるキャッシュ・フロー 245,900

資金増加額（又は減少額） △ 32,176
資金期首残高 480,562
資金期末残高 448,386

平成３１年度大村市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）
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資　　　産　　　の　　　部　

1 円 円 円 円

(1)

ｲ 157,702,105

ﾛ 191,981,950

△ 101,514,188 90,467,762

ﾊ 2,615,173,180

△ 1,179,943,567 1,435,229,613

ﾆ 1,176,680,046

△ 841,286,510 335,393,536

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 2,954,900

△ 2,909,310 45,590

ﾁ 0

2,018,854,106

(2)

ｲ 1,568,192

1,568,192

2,020,422,298

2

(1) 448,385,792

(2) 43,488,200

(3) 0

(4) 2,616,291

(5) 0

494,490,283

2,514,912,581

平成３１年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３２年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

工 具 器 具 及 び 備 品

流 動 資 産

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

保 管 有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

- 12 -



負　　　債　　　の　　　部　

3

(1)

ｲ 1,168,739,547

1,168,739,547

(2)

ｲ 17,943,888

17,943,888

1,186,683,435

4

(1) 0

(2)

ｲ 84,439,255

企 業 債 合 計 84,439,255

(3) 7,457,840

(4)

ｲ 930,000

ﾛ 180,000

1,110,000

(5) 225,000

(6) 0

93,232,095

5

(1) 1,963,215,905

(2) △ 976,165,141

987,050,764

2,266,966,294

資　　　本　　　の　　　部　

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 151,258,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,706,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

587,858,908

(2)

ｲ 359,912,621

359,912,621

227,946,287

247,946,287
2,514,912,581

引 当 金

企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債

建設改良費等の財源に

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

充 て る ため の企 業債

企 業 債

未 払 金

一 時 借 入 金

建設改良費等の財源に

法 定 福 利 費 引 当 金

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

充 て る ため の企 業債

企 業 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未処 理欠 損金

欠 損 金 合 計

剰 余 金

賞 与 引 当 金

引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

預 り 金

預 り 保 証 有 価 証 券
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千円 千円 千円
1 営 業 収 益
(1) 給 水 収 益 136,327
(2) 工 事 負 担 金 1 136,328

2 営 業 費 用
(1) 取 水 及 び 送 水 費 122,892
(2) 業 務 及 び 総 係 費 14,816
(3) 減 価 償 却 費 92,246
(4) 資 産 減 耗 費 10,567 240,521

営 業 損 失 104,193

3 営 業 外 収 益
(1) 受取利息及び配当金 105
(2) 他 会 計 補 助 金 15,924
(3) 県 補 助 金 56
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 45,699
(5) 雑 収 益 7 61,791

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 雑 支 出 1 19,722 42,069

経 常 損 失 62,124

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益修 正益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 1
(2) 過 年 度 損 益修 正損 1
(3) そ の 他 特 別 損 失 1 3 0

62,124
231,677

0
293,801

その他未処分利益剰余金
変 動 額
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

平成３０年度大村市工業用水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３０年４月１日から 平成３１年３月３１日まで） 

19,721

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 157,702,105

ﾛ 191,981,950

△ 97,022,188 94,959,762

ﾊ 2,303,259,180

△ 1,127,818,567 1,175,440,613

ﾆ 1,169,144,046

△ 806,103,510 363,040,536

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 2,954,900

△ 2,807,310 147,590

ﾁ 0

1,791,306,106

(2)

ｲ 1,913,192

1,913,192

1,793,219,298

2

(1) 480,562,172

(2) 19,827,300

(3) 0

(4) 2,617,291

(5) 0

503,006,763

2,296,226,061

貯 蔵 品

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

前 払 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

ソ フ ト ウ エ ア

船 舶

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

未 収 金

保 管 有 価 証 券

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

平成３０年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成３１年３月３１日）

土 地

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

建 物

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部　

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
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3

(1)

ｲ 916,181,547

916,181,547

(2)

ｲ 17,130,888

17,130,888

933,312,435

4

(1) 0

(2)

ｲ 91,097,255

企 業 債 合 計 91,097,255

(3) 3,016,320

(4)

ｲ 869,000

ﾛ 174,000

1,043,000

(5) 225,000

(6) 0

95,381,575

5

(1) 1,889,003,905

(2) △ 935,530,141

953,473,764

1,982,167,774

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 151,258,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,706,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

587,858,908

(2)

ｲ 293,800,621

293,800,621

294,058,287

314,058,287
2,296,226,061負 債 資 本 合 計

剰 余 金

預 り 保 証 有 価 証 券

一 時 借 入 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

欠 損 金

当 年 度 未処 理欠 損金

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

未 払 金

工 事 負 担 金

負　　　債　　　の　　　部　

建設改良費等の財源に

固 定 負 債

受 贈 財 産 評 価 額

充 て る ため の企 業債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

負 債 合 計

資 本 金

建設改良費等の財源に
充 て る ため の企 業債

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

資　　　本　　　の　　　部　
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １２～３８年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １０～２０年 

   船舶          ５年 

   工具・器具及び備品   ５～８年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

平成３１年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は８９２，

２６３千円である。 

２ 平成３０年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金８１２千

円を取り崩すこととする。 

（２）法定福利費引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金１６０千円を取り崩すこととする。 

３ 平成３１年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し

平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金８６９千

円を取り崩すこととする。 

（２）法定福利費引当金の取崩し

平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金１７４千円を取り崩すこととする。 

Ⅲ その他注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置

会計基準変更時差異（２０，９２０千円）については、平成２６年度に一括して費用処理

している。 

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した

資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた

すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

- 19 -


	①議案（表紙）
	②議案（収支）
	③議案（給与明細）
	⑤議案（ＣＦ）
	⑥議案（H31貸借）
	⑦議案（H30損益）
	⑧議案（H30貸借）
	⑨議案（注記）
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ



